
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人国立高等専門学校機構（法人番号8010105000820）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

　　　　　　　＋広域異動手当）×100分の20＋本給×100分の25）に、100分の167.5を乗じ、

　　　　　　　　　・期末特別手当の支給月数を年間0.05月引き上げた。

　　　　　　　　なお、平成30年度においては以下の改定を行った。

　　　　　　　（1）平成30年人事院勧告に基づく給与法の改定に準拠した改定内容

　　　　　　　を乗じて得た額（文部科学大臣における前年度の機構の業績評価を参考に、

　③ 役員報酬基準の内容及び平成30年度における改定内容

　　　　　　　さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合

　　　　　　　その者の勤務実績応じ、その得られた額の100分の10の範囲内で増減できる。）

　　　　　　　としている。

法人の長　　　　　　　　法人の長（理事長）の報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成　　　　

  当法人は、国立の高等教育機関であり、役員報酬水準を検討するにあたって、同じく国立の高等

教育機関である国立大学法人等の役員報酬水準及び国家公務員の給与水準を参考とした（以下

参照）。

　(1)　国立大学法人等の常勤役員の報酬

　　公表資料によれば、平成29年度の国立大学法人等の長の年間報酬額は18,238千円であり、

　(2)　国家公務員の給与水準

　理事については、14,931千円、監事については12,340千円である。公表対象年度についても、

　大幅な給与改定がなければ、同等の給与水準であることが推定される。

　　公表資料によれば、事務次官年間報酬額は23,274千円である。

　　　　　　　域手当、広域異動手当、通勤手当、単身赴任手当、及び寒冷地手当を加算

　　　　　　　して算出している。期末特別手当についても、当機構役員給与規則に則り、

　　　　　　　期末特別手当基礎額（本給＋地域手当＋広域異動手当＋（本給＋地域手当

　　　　　　　されている。月額については、当機構役員給与規則に則り、本給（965千円）

　　　　　　　（平成30年度における額）に、当機構教職員給与規則に準じて支給される地

  当機構役員給与規則で前年度の機構の業績評価を参考に、その者の勤務実績に応じて賞与
（期末特別手当）を100分の10の範囲内で増減できることとしている。平成30年度においては、平
成29年度の業績評価を参考にした結果、賞与の増減は行わないこととした。

  ②  平成30年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）
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理事

　　　　　　　　を加算して算出している。期末特別手当についても、当機構役員給与規則に

　　　　　　　　則り、期末特別手当基礎額（本給＋地域手当＋広域異動手当＋（本給＋地

　　　　　　　　域手当＋広域異動手当）×100分の20＋本給×100分の25）に、100分の

　　　　　　　　167.5を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間

　　　　　　　　に応じた割合を乗じて得た額（文部科学大臣における前年度の機構の業績

　　　　　　　　評価を参考に、その者の勤務実績応じ、その得られた額の100分の10の範囲

　　　　　　　　内で増減できる。）としている。

　　　　　　　　　なお、平成30年度においては以下の改定を行った。

　　　　　　　　（1）平成30年人事院勧告に基づく給与法の改定に準拠した改定内容

　　　　　　　　　　・期末特別手当の支給月数を年間0.05月引き上げた。

監事

　　　　　　　　　なお、平成30年度においては以下の改定を行った。

理事（非常勤）　　　　　　　理事（非常勤）の報酬支給基準は、当機構役員給与規則に則り、月額120

　　　　　　　　さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割

　　　　　　　　できる。）としている。

　　　　　　　　ている。期末特別手当についても、当機構役員給与規則に則り、期末特別

　　　　　　　　手当基礎額（本給＋地域手当＋広域異動手当＋（本給＋地域手当＋広域

　　　　　　　　異動手当）×100分の20＋本給×100分の25）に、100分の167.5を乗じ、

　　　　　　　　合を乗じて得た額（文部科学大臣における前年度の機構の業績評価を参考

　　　　　　　　における額）に、当機構教職員給与規則に準じて支給される地域手当、広

　　　　　　　　域異動手当、通勤手当、単身赴任手当及び寒冷地手当を加算して算出し

　　　　　　　　度における額）（職務の困難度、実績等を勘案して必要と認める場合は、81

　　　　　　　　8千円）に、当機構教職員給与規則に準じて支給される地域手当、広域異動

　　　　　　　　手当、通勤手当、兼任手当（校長を兼任する理事に限る。）及び寒冷地手当

　　　　　　　　に、その者の勤務実績応じ、その得られた額の100分の10の範囲内で増減

　　　　　　　（1）平成30年人事院勧告に基づく給与法の改定に準拠した改定内容

　　　　　　　　額については、当機構役員給与規則に則り、本給（706千円）（平成30年度

　　　　　　　　　　監事（非常勤）の報酬支給基準は、当機構役員給与規則に則り、月額120

　　　　　　　　　千円と定めている。平成30年度における改定はない。

　　　　　　　　千円と定めている。平成30年度における改定はない。

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　理事の報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。

　　　　　　　　月額については、当機構役員給与規則に則り、本給（761千円）（平成30年

監事（非常勤）

　　　　　　　　　監事の報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。月

　　　　　　　　　・期末特別手当の支給月数を年間0.05月引き上げた。

2



２　役員の報酬等の支給状況

平成30年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,354 11,580 5,211 1,563 （地域手当） ※

千円 千円 千円 千円

7,348 4,211 2,389
657
92

（地域手当）
（通勤手当） 10月16日 ◇

千円 千円 千円 千円

13,329 9,132 2,757
1,233

207
（地域手当）
（通勤手当） 4月1日 ※

千円 千円 千円 千円

14,046 9,132 3,712

46
552
540
64

（地域手当）
（単身赴任手当）

（兼任手当）
（寒冷地手当）

千円 千円 千円 千円

15,046 9,132 4,018
959
540
397

（地域手当）
（兼任手当）
（通勤手当）

4月1日

千円 千円 千円 千円

13,932 9,132 3,819

46
320
540
76

（地域手当）
（広域異動手当）

（兼任手当）
（通勤手当）

4月1日

千円 千円 千円 千円

1,440 1,440

千円 千円 千円 千円

13,428 8,472 3,812 1,144 （地域手当） ※

千円 千円 千円 千円

1,440 1,440

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
      独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。
注３：「兼任手当」は校長を兼任する理事に支給するもの。
注４：総額、各内訳については端数処理のため、合計額は必ずしも一致しない。

役名

A理事

就任・退任の状況
前職

その他（内容）

法人の長

B理事

D理事

E理事

Ｆ理事
（非常勤）

Ａ監事

Ｂ監事
（非常勤）

C理事
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３　役員の報酬水準の妥当性について

【法人の検証結果】

　法人の長

　理事

　当法人は、全国55カ所に国立高等専門学校（以下「高専」という。）
を設置（現在は51校）すること等により、職業に必要な実践的かつ専
門的な知識及び技術を有する創造的な人材を育成するとともに、我が
国の高等教育の水準の向上と均衡ある発展を図ることを目的として、
平成16年4月に設立された。
　従前、単独で学校運営を行ってきた全国の高専は、法人化に伴っ
て、各学校の特色を生かしつつ、法人としての統一的あるいは効率的
な運営が求められることとなった。
　その組織の中で、理事長は、就任前の学校経営者等の経験を活か
して、高専における教育・研究環境をソフト・ハード両面において充実
させ、また、全国の高専が１つの法人にまとめられたスケールメリットを
活かして、戦略的かつ計画的な資源配分を行うなど、管理運営部門
の合理化や教育の質の向上に向けた取組みを実施するリーダーシッ
プや高いマネジメント能力が求められる。
　理事長の年間報酬額は、18,354千円であり、人数規模が同規模で
ある民間企業の役員報酬56,348千円と比較した場合、それ以下であ
り、また、事務次官の年間給与額23,274千円と比べてもそれ以下と
なっている。
　また、同じく国立の高等教育機関である国立大学法人の長の報酬
水準（平成29年度）は18,238千円であり、理事長の年間報酬額と同水
準となっている。
　こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報酬水
準は妥当であると考えられる。

　当法人は、全国55カ所に国立高等専門学校（以下「高専」という。）
を設置（現在は51校）すること等により、職業に必要な実践的かつ専
門的な知識及び技術を有する創造的な人材を育成するとともに、我が
国の高等教育の水準の向上と均衡ある発展を図ることを目的として、
平成16年4月に設立された。
　従前、単独で学校運営を行ってきた全国の高専は、法人化に伴っ
て、各学校の特色を生かしつつ、法人としての統一的あるいは効率的
な運営が求められることとなった。
　その組織の中で、理事は、就任前の研究者、管理職等の経験、専
門的知識を活かして、それぞれの担当分野を総括し、理事長を補佐
するリーダーシップや高いマネジメント能力が求められる。
　理事の年間報酬額は、14,088千円（4名の理事の平均）であり、人数
規模が同規模である民間企業の役員報酬56,348千円と比較した場
合、それ以下であり、また、事務次官の年間給与額23,274千円と比べ
てもそれ以下となっている。
　また、同じく国立の高等教育機関である国立大学法人の理事の報
酬水準（平成29年度）は14,391千円であり、理事の年間報酬額と同水
準となっている。
　こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報酬水
準は妥当であると考えられる。
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　理事（非常勤）

　監事
　独立行政法人国立高等専門学校機構（以下「機構」という。）は、全
国55カ所に国立高等専門学校（以下「高専」という。）を設置（現在は
51校）すること等により、職業に必要な実践的かつ専門的な知識及び
技術を有する創造的な人材を育成するとともに、我が国の高等教育の
水準の向上と均衡ある発展を図ることを目的として、平成16年4月に設
立された。
　従前、単独で学校運営を行ってきた全国の高専は、法人化に伴っ
て、各学校の特色を生かしつつ、法人としての統一的あるいは効率的
な運営が求められることとなった。
　その組織の中で、監事は、就任前の学校管理職、公認会計士等の
経験、専門的知識を活かして、機構の業務が適正かつ効率的に行わ
れるよう当法人を監査する職であり、リーダーシップや高い専門性が
求められる。
　監事の年間報酬額は、13,428千円であり、人数規模が同規模である
民間企業の役員報酬56,348千円と比較した場合、それ以下となって
いる。
　また、同じく国立の高等教育機関である国立大学法人の監事の報
酬水準（平成29年度）は12,340千円であり、監事の年間報酬額と同水
準となっている。
　こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報酬水
準は妥当であると考えられる。

　当法人は、全国55カ所に国立高等専門学校（以下「高専」という。）
を設置（現在は51校）すること等により、職業に必要な実践的かつ専
門的な知識及び技術を有する創造的な人材を育成するとともに、我が
国の高等教育の水準の向上と均衡ある発展を図ることを目的として、
平成16年4月に設立された。
　従前、単独で学校運営を行ってきた全国の高専は、法人化に伴っ
て、各学校の特色を生かしつつ、法人としての統一的あるいは効率的
な運営が求められることとなった。
　その組織の中で、理事（非常勤）は、就任前の研究者、管理職等の
経験、専門的知識を活かして、担当分野を総括し、理事長を補佐する
リーダーシップや高いマネジメント能力が求められる。
　人数規模が同規模である民間企業の役員報酬は56,348千円であ
り、また、同じく国立の高等教育機関である国立大学法人の理事の報
酬水準（平成29年度）は14,391千円である。
　理事（非常勤）の報酬は、常勤の理事の報酬を基礎として、年間業
務量を勘案して決定しており、同様の方法を用いれば、人数規模が同
規模である民間企業の役員報酬は8,217千円、国立大学法人の理事
の報酬水準は2,099千円であり、理事（非常勤）の年間報酬額1,440千
円を超えている。
　こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報酬水
準は妥当であると考えられる。
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　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】
　職務内容の特性や参考となる他法人との比較などを考慮すると法人
の報酬水準は妥当であると考える。

　独立行政法人国立高等専門学校機構（以下「機構」という。）は、全
国55カ所に国立高等専門学校（以下「高専」という。）を設置（現在は
51校）すること等により、職業に必要な実践的かつ専門的な知識及び
技術を有する創造的な人材を育成するとともに、我が国の高等教育の
水準の向上と均衡ある発展を図ることを目的として、平成16年4月に設
立された。
　従前、単独で学校運営を行ってきた全国の高専は、法人化に伴っ
て、各学校の特色を生かしつつ、法人としての統一的あるいは効率的
な運営が求められることとなった。
　その組織の中で、監事（非常勤）は、就任前の学校管理職、公認会
計士等の経験、専門的知識を活かして、機構の業務が適正かつ効率
的に行われるよう当法人を監査する職であり、リーダーシップや高い
専門性が求められる。
　人数規模が同規模である民間企業の役員報酬は56,348千円であ
り、また、同じく国立の高等教育機関である国立大学法人の監事の報
酬水準（平成29年度）は12,340千円である。
　監事（非常勤）の報酬は、常勤の監事の報酬を基礎として、年間業
務量を勘案して決定しており、同様の方法を用いれば、人数規模が同
規模である民間企業の役員報酬は8,687千円、国立大学監事の報酬
水準は1,902千円であり、監事（非常勤）の年間報酬額1,440千円を超
えている。
　こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報酬水
準は妥当であると考えられる。
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４　役員の退職手当の支給状況（平成30年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

3,822 4 0 平成30年3月31日 1.0

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当者なし

該当者なし

監事

監事
（非常勤）

判断理由

該当者なし

当該理事の業績勘案率については、「独立行政法人の役員の退職金に係る業績勘案率の算定ルー
ルについて」（平成27年5月25日総務大臣決定）に基づき、在職期間の年度評価等を踏まえ、文部科学
大臣が1.0と決定した。

該当者なし理事
（非常勤）

理事

法人の長

理事

監事
（非常勤）

監事

理事
（非常勤）

　当機構役員給与規則で前年度の機構の業績評価を参考に、その者の勤務実績に応
じて賞与（期末特別手当）を100分の10の範囲内で増減できることとしており、今後もそ
の仕組みを継続する。

法人での在職期間

法人の長
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成30年度における主な改定内容

　　

　に応じた割合を乗じて得た額としている。
　　勤勉手当については、勤勉手当基礎額（本給＋地域手当＋広域異動手当）に理事

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

　　義務教育費国庫負担制度における部活動指導業務手当の基準単価の引き上げを踏まえ、

（１）平成30年人事院勧告に基づく給与法の改定に準拠した改定内容
　　・本給月額を、平成30年4月1日に遡り、平均0.2％引き上げた。また、初任給について
　　は1,500円引き上げ、若年層についても1,000円程度の改定を行った。
　　・勤勉手当の支給月数を年間0.05月引き上げた。

　　当機構教職員給与規則に則り、本給及び諸手当（管理職手当、扶養手当、地域手当
　広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、専攻科長等手当、衛生管理者
　手当、教員特殊業務手当、超過勤務手当、休日給、宿日直手当、管理職員特別勤務
　手当、期末手当、勤勉手当、寒冷地手当及び極地観測手当）としている。
　　期末手当については、期末手当基礎額（本給＋扶養手当＋地域手当＋広域異動手
　当）に100分の130を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間

（２）教員特殊業務手当の額の引上げ

　当法人は、国立の高等教育機関であり、事務・技術職員の給与水準を検討するにあたって、
同じく国立の高等教育機関である国立大学法人等の職員及び国家公務員の給与水準のほ
か、民間職員の給与水準として平成30年職種別民間給与実態調査によるデータのうち、企業
規模別（当法人約6,200人）・職種別平均給与額を参考とした（以下参照）。
(1)　国立大学法人等の職員の給与
　公表資料によれば、平成29年度の国立大学法人等の職員の平均年間給与額は5,866千円
である。
(2)　国家公務員の給与水準
　公表資料によれば、平成30年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給与
月額は411千円となっており、全職員の平均給与月額は417千円となっている。
(3)　民間職員の給与水準
　職種別民間給与実態調査において、当法人と同等の規模の企業の職員（大学卒・事務係
員）平成30年4月の平均支給額は、346千円である。

　当法人においては、法人が発足した平成16年度から、勤務成績を考慮し、昇給、昇格及び
勤勉手当の成績率を決定している。
　賞与のうち査定支給分（勤勉手当）について、平成16年度は賞与のうち32.1%であったが、国
家公務員の給与改定の動向も踏まえつつ査定支給分の拡大を行い、平成30年は40.8%まで拡
大した。

　長が定める割合（勤務成績が標準の者で100分の89.5）を乗じ、さらに基準日以前6箇月
　以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
　　なお、平成30年度においては以下の改定を行った。

　　教員特殊業務手当の額について、平成30年4月1日に遡り現行の2,400円から3,600円に
　　引き上げた。
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当

人 歳 千円 千円 千円 千円

5,198 46.1 7,119 5,130 89 1,989
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,836 41.8 5,580 4,085 96 1,495
歳 千円 千円 千円 千円

3,279 48.4 8,005 5,732 84 2,273
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 46.9 7,011 5,058 172 1,953
人 歳 千円 千円 千円 千円

23 38.1 5,298 3,949 183 1,349
人 歳 千円 千円 千円 千円

44 49.6 5,695 4,141 87 1,554
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 66.0 14,391 10,450 195 3,941

人 歳 千円 千円 千円 千円

16 35.4 4,607 3,421 71 1,186
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 35.4 3,914 2,904 81 1,010
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 35.4 5,146 3,823 63 1,323

人 歳 千円 千円 千円 千円

18 64.0 4,001 3,318 67 683
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 63.0 3,263 2,707 60 556
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 64.5 4,370 3,624 71 746
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

人 歳 千円 千円 千円 千円

42 48.0 5,161 3,815 99 1,346
人 歳 千円 千円 千円 千円

21 49.5 3,985 2,952 99 1,033
人 歳 千円 千円 千円 千円

21 46.5 6,336 4,678 100 1,658
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

常勤職員

任期付職員

再任用職員

平成30年度の年間給与額（平均）
うち所定内

医療職種
（看護師）

技能・労務職種

平均年齢

海事職種（二）

事務・技術

非常勤職員

教育職種
（高等専門学校教員）

技能・労務職種

事務・技術

教育職種
（高等専門学校教員）

事務・技術

海事職種（二）

総額
人員区分

教育職種
（高等専門学校教員）

指定職員

海事職種（一）

うち賞与

事務・技術

教育職種
（高等専門学校教員）
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注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注2：常勤職員のうち、研究職種、医療職種（栄養士）、医療職種（病院医師）及び医療職種（病院看護師）は該当者がいないため

　省略した。
注3：区分中の「在外職員」については該当者がいないため省略した。
注4：任期付職員のうち、技能・労務職種、研究職種、医療職種は該当者がいないため省略した。
注5：再任用職員のうち、技能・労務職種、研究職種、医療職種は該当者がいないため省略した。
注6：非常勤職員のうち、研究職種、医療職種は該当者がいないため省略した。
注７：常勤職員の技能・労務職種、非常勤職員の技能・労務職種については、　該当者が2人以下のため、
　当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから区分以外は記載せず、全体の数値からも除外している。
注8：技能・労務職種とは、自動車運転手、用務員及びその他の労務に従事する職員を示す。
注9：海事職種（一）とは、船舶に乗り込む船長、航海士、機関長及び機関士を示す。
注10：海事職種（二）とは、船舶に乗り込む職員（海事職種（一）を除く。）を示す。
注11：指定職員とは、校長（教育職種（高等専門学校教員）を除く。）を示す。
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②

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注2：教育職員（高等専門学校教員）の20～23歳の該当者はいないため、年間給与については表示していない。

注3：教育職員（高等専門学校教員）の24～27歳の該当者は２人以下のため、当該個人に関する情報が

　　　特定されるおそれのあることから、年間給与については表示していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（高等専門学校教員））
〔任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

1 - -

1 - -

2 - -

6 51.5 8,912

7 48.5 7,416

24 42.9 6,171

14 36.2 5,424

34 30.2 4,263

38 58.4 9,762

67 54.2 8,153

246 53.6 6,698

706 44.6 5,728

245 38.2 4,901

452 30.4 3,909

注1：本部事務局長、本部事務局次長、本部事務局部長の該当者は2人以下のため、当該個人に関する情報が特定される

　　おそれのあることから、平均年齢以下の項目を記載していない。

（教育職員（高等専門学校教員））

平均
人 歳 千円

41 64.1 11,972

1,426 55.0 9,000

1,366 45.0 7,436

227 37.5 6,055

224 34.6 5,076

4 47.5 5,856

注1：助手の該当者は4人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　年間給与額は平均のみを記載している。

本部事務局部長 -

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（高等専門学校教員））

5,000～3,285

11,827～7,139

地方課長補佐

6,401～4,165

地方係長

校長

平均年齢

助教

准教授 9,436～4,684

助手

13,880～9,876

教授

7,997～4,182講師

6,549～3,450地方主任

5,976～2,754

最高～最低

地方係員

-

年間給与額

千円

人員

平均年齢

地方課長

本部係長

6,935～4,608

分布状況を示すグループ

本部係員

10,516～6,233

7,103～5,241

地方部長

7,955～5,559

本部事務局長

本部主任

11,118～8,262

最高～最低
人員分布状況を示すグループ

千円

本部事務局次長 -

7,699～4,081

9,783～7,516

年間給与額

本部課長

-

本部課長補佐 7,942～7,217

③
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④

（事務・技術職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

57.8 58.6 58.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

42.2 41.4 41.8

％ ％ ％

         最高～最低 54.1～38.7 53.9～37.3 52.2～38.0

％ ％ ％

57.1 59.0 58.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

42.9 41.0 41.9

％ ％ ％

         最高～最低 53.2～37.0 53.5～34.9 50.4～36.4

（教育職員（高等専門学校教員））

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

54.1 56.1 55.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

45.9 43.9 44.9

％ ％ ％

         最高～最低 54.5～39.7 52.4～38.5 53.2～39.1

％ ％ ％

57.3 59.2 58.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

42.7 40.8 41.7

％ ％ ％

         最高～最低 56.2～33.6 52.7～31.2 53.6～36.0

一律支給分（期末相当）

区分

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

一般
職員

区分

一律支給分（期末相当）

一般
職員

管理
職員

賞与（平成30年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（高等専門学校教
員））

管理
職員
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３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

・年齢勘案　　　　　　　　　　　 84.9

・年齢・地域勘案　　　　　　　　 92.6

・年齢・学歴勘案　　　　　　　 85.1

・年齢・地域・学歴勘案　　　　 92.6

○参考指標
　教育職員（高等専門学校教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　　　　98.0

　注：上記比較指標は、法人化前の国の教育職（四）と行政職（一）の年収比率を基礎に、平成30年度の
　　　教育職員（高等専門学校教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

（主務大臣の検証結果）
　給与水準の妥当性の
　検証

  今後も引き続き適正な給与水準の維持に努める。

　高専は地域手当の支給割合の低い勤務地に所在する学校
が多いことや学校が小規模な組織で給与の高い管理職ポスト
が少ないこと、また、適用される本給表は国の同種の俸給表と
同水準のものとなっており、国家公務員に比べ低い水準である
といえる。

対国家公務員
指数の状況

（法人の検証結果）

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となってい
ること等から給与水準は適正であると考える。

講ずる措置

項目

　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となってい
ること等から給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給
与水準の維持に努めていただきたい。

内容
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４　モデル給与

（扶養親族がいない場合）
○２２歳（大卒初任給）
　月額180,700円　年間給与2,712,512円
○３５歳（本部係長）
　月額301,570円　年間給与5,008,914円
○50歳（本部課長補佐）
　月額417,226円　年間給与7,021,494円

※　扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、子1人につき10,000円）を支給

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

　当法人においては、法人が発足した平成16年度から、勤務成績を考慮し、昇給、
昇格及び勤勉手当の成績率を決定しており、今後もその仕組みを継続する。
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Ⅲ　総人件費について

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

　役職員の退職手当について、支給水準の引き下げを実施した。

○役員に関する講じた措置の概要

　本給月額に乗じる割合を、現行の10.875/100から、10.4625/100に引き下げた。

○職員に関する講じた措置の概要

　調整率を、現行の87.0/100から、83.7/100に引き下げた。

　なお、措置の時期は、国家公務員の退職手当の見直しの動向を踏まえ、可能な限り

速やかに法人の退職手当支給基準の見直し及び就業規則改正の手続きを進めた結果、

国家公務員に係る措置時期（平成30年1月1日）と異なる取扱いとした。

Ⅳ　その他

　特になし

②「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定）に
基づき、平成30年2月1日から以下の措置を講ずることとした。

58,726,987 59,154,009

非常勤役職員等給与

44,062,331

3,804,535

7,106,384

3,869,945

3,927,9873,816,227

3,629,936

7,293,746

58,283,224

3,884,548

43,727,188

57,257,337

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標期間の
　　開始年度分から当年度分までを記載する。

給与、報酬等支給総額

退職手当支給額

43,949,916 43,826,936 43,931,521

4,290,288

最広義人件費
58,550,283

①給与、報酬等支給額及び最広義人件費における主な増減要因

　給与、報酬等支給総額について、平成29年度は43,931百万円であり、平成30年
度は対前年度比で0.3%増となっている。また、最広義人件費については0.7％増と
なっている。これらの主な理由としては、平成30年の人事院勧告に準拠し、本給月
額の増額改定及び勤勉手当・地域手当の支給割合の引き上げ等を実施したことに
よる給与等の増額、またそれに伴う福利厚生費の増額等があったことが考えられる。
　

福利厚生費

3,567,201

6,742,878 7,010,125

区　　分

3,519,676

3,627,581

6,382,891
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